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総 務 建 設 常 任 委 員 会 記 録 

 

１．会議日時 

  平成２９年１０月１９日（木）午前 ９時５９分 開会 

  平成２８年１１月１５日（） 午前１１時４３分 閉会   

１．場所 

  ３０１会議室 

 

１．出席委員 

  委 員 長 渡辺慎吾   副委員長 福住礼子   委  員 野口 博 

  委  員 中川嘉彦   委  員 三好義治   委  員 香川良平 

  委  員 松本暁彦 

 

１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  市 長 森山一正  副市長 奥村良夫 

市長公室長 山本和憲  同室次長 大橋徹之 

政策推進課長 川西浩司  人事課長 浅尾耕一郎 

総務部長 井口久和  同部次長兼市民税課長 橋本英樹 

同部参事兼総務課長 松方和彦  同部参事兼固定資産税課長 中西利之 

防災管財課長 古賀順也  財政課長 谷内田修   

建設部長 土井正治  同部次長 山本博毅 

同部参事兼都市計画課長 西川聡  同課参事 藤原利忠 

水みどり課長 竹下博和 

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤井智哉 同局次長代理 田村信也 同局総括主査 香山叔彦 

 

１．審査案件（審査順） 

  議案第５９号 平成２９年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分 
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議案第６６号 摂津市子どもの医療費の助成に関する条例等の一部を改正する等の 

条例制定の件所管分 

議案第６９号 摂津市営住宅条例の一部を改正する条例制定の件 

議案第６３号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

議案第７２号 摂津市青少年保護育成条例を廃止する条例制定の件 
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（午前９時５９分 開会） 

○渡辺慎吾委員長 ただいまから、総務建

設常任委員会を開催いたします。 

理事者から挨拶を受けます。 

森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

秋の行事等々でお忙しいところ、本日は総

務建設常任委員会をお持ちいただきまし

て、大変ありがとうございます。 

最初に、渡辺委員、福住委員におかれま

しては、このたびの正副委員長へご就任さ

れましたことについて、おめでとうござい

ます。今回から委員会構成が少し変わりま

した。また１年間、何かとご苦労をおかけ

いたしますが、どうぞよろしくお願いいた

します。 

本日は、先日の本会議で当委員会に付託

されました案件についてご審査をいただ

くわけですが、何とぞ慎重審査の上、ご可

決いただきますようよろしくお願いいた

します。 

一旦退席させていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 挨拶が終わりました。 

本日の委員会署名委員は野口委員を指

名します。 

審査の順序につきましては、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

はありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

暫時休憩いたします。 

（午前１０時   休憩） 

（午前１０時１分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

議案第５９号所管分の審査を行います。 

本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。質疑ありますか。 

松本委員。 

○松本暁彦委員 債務負担行為の補正に

ついて、建物等総合管理事業と電気保安業

務委託事業につきまして、期間が５年間と

いうことでございますが、この費用対効果

というものについてお聞きいたします。 

そして、土木費、都市計画費のＰＣＢ廃

棄処分委託料の内容についてお聞きいた

します。 

○渡辺慎吾委員長 答弁を求めます。 

谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、私のほうか

ら債務負担行為の建物等総合管理事業、そ

れから電気保安業務委託事業の費用対効

果というところの質問に対してお答えさ

せていただきたいと思います。 

この債務負担行為を設定して契約とい

うことにつきましては、平成１４年度から

実施しておるんですけれども、そういった

一括して長期の契約、その前、その後の削

減効果額というのは、１０年前ですのでな

かなか単純な比較というのは少し困難な

ところがあるんですけれども、一つの目安

といたしましては、前回設定して契約した

際、電気保安業務委託事業、こちらにつき

ましては予定価格３，８７８万円に対して、

実際の契約額は２，２９７万９，００７円

ということになっております。 

もう一つの建物等総合管理事業、こちら

につきましては予定価格が３億６，２８７

万円に対しまして２億９，６３９万６，８

２７円ということで、それぞれ大分削減効

果があったのかなという数値が出ている

状態になってます。 

今回につきましても前回と同様、指名競

争入札で行いたいと考えておりますので、

ある程度の落札による削減効果額という

ものが出てくるものと考えております。 
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以上です。 

○渡辺慎吾委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 松本委員のＰＣＢ廃

棄処分委託料の内容について、お答えさせ

ていただきます。 

この内訳としましては、ＰＣＢ廃棄処分

料金としまして１，４６３万８，０００円、

蛍光灯の安定器の処分でございまして、Ｊ

ＥＳＣＯ北九州事業所にて処分する費用

でございます。また、ＰＣＢ含有安定器の

運送委託料としまして８６万４，０００円

を今回計上させていただいております。 

このＰＣＢにつきましては、以前行いま

した南千里丘まちづくり事業におきまし

て、平成２０年から２１年にかけて総合福

祉会館及び市民体育館取り壊し工事を行

った際に発生いたしました電気機器及び

蛍光灯の安定器でございますが、今回、蛍

光灯の安定器につきまして処分を行う内

容のものでございます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございません

か。 

野口委員。 

○野口博委員 そうしましたら、幾つかお

尋ねします。 

今質問があった建物等総合管理事業に

ついて、まず確認の意味でお尋ねします。

数字は示されましたけれども、逆に今回、

いわゆる債務負担行為額がふえてるとい

うことで出発しようとしておりますが、ご

承知のとおりＥＳＣＯ事業が出発します

ので、ＥＳＣＯ事業に係る保守点検業務に

ついては建物等総合管理事業に本庁舎は

当然入りませんけども、その辺で金額的に

ふえたという内容が、そこに出てくると思

いますので、いわゆる対象公共施設の違い

など、ＥＳＣＯ事業との対象建物を絡めて

少し詳しくきちっと説明をいただければ

と思います。 

ＰＣＢの問題については、北九州の会社

のほうで処分するということになろうか

と思いますけども、旧福祉会館と、そこに

ありました体育館にあった安定器だとか、

コンデンサーとかトランスということだ

と思いますけども、いろんな公共施設の解

体だとか処分がこの間続いております。し

かし全国的に処理する施設は５か所しか

ないということで、順番待ちの部分もある

と思います。 

現在、この摂津市のＰＣＢの保管状況と

いいますか、当然担当が違いますので、そ

れぞれ他の所管が持っているＰＣＢの分

については詳しくつかんでない部分もあ

ろうかもわかりませんけども、いわゆる今

回この費用をかけて処分すると。それを含

めて、現在、市として持っている、保管さ

れているＰＣＢの現状について、少しわか

ればお答えいただきたいと思います。 

もう一つは財政問題です。今回、財政調

整基金、財源調整により歳入で１，６９２

万６，０００円を入れて、昨年度、平成２

８年度決算のいわゆる実質収支の半分を

逆に財源調整に継ぎ増しをするというこ

とが行われております。 

そこで、少し関連してお尋ねしておきた

いと思うのは、詳しい決算の問題は決算委

員会でまたさせていただきますけども、来

年度の予算編成方針の中で、こういうふう

に文章があります。ちょっと読ませてもら

います。 

予算編成に向けて前文がありますけど

も、「一方、本市における平成２８年度決

算は、実質収支の黒字を確保したものの、

財政調整基金を４億４，５００万円取り崩

しており、平成２０年度以来８年ぶりに主
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要基金が減少する事態となった」とありま

す。この「事態」となったという言葉を使

ってるわけでありますけども、いわゆるこ

の「事態」という言葉を使った意味合いに

ついて、少し認識について議論しておきた

いと思います。 

昨年の決算を受けてのいわゆる中期財

政見通しで見ますと、平成２８年度の見通

しについては、基金残高は１４１億２，０

００万円という数字が中期財政見通しで

あるわけです。これを上回る数字が今回決

算として１４３億円残ったわけでありま

す。当然、毎年多額の基金を入れて、市債

も組んで予算組みで出発をしますけども、

結果、いろんな年度間の調整の中で基金も

温存し、できれば市債も少なくするという

形で財政指標を取り組んできております

が、そういう過去の流れも含めて、この中

期財政見通し上の数字と比較しても、この

「事態」という言葉は適切じゃないと思い

ますので、そこの問題について認識をお聞

きしたいと思います。 

以上３点です。 

○渡辺慎吾委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 野口委員のＰＣＢに

ついてのご質問にお答えさせていただき

ます。 

先ほど説明いたしましたように、総合福

祉会館の解体の折に発生したＰＣＢにつ

きましては、平成２６年に高濃度コンデン

サー及び低濃度のトランスの処分を行っ

ており、そのときに教育委員会及び上下水

道部のＰＣＢについても同時に処分を行

っております。 

今回計上させていただきますのは安定

器の処分でございますが、全体的には把握

しておりませんが、近畿自動車道の下に保

管をしており、同じところに教育委員会の

ＰＣＢも入っておりまして、そちらのほう

はまだ処理できる段階には至ってないと

聞いております。 

また、今年度につきましては、上下水道

部のほうでも低濃度のＰＣＢの処分をさ

れるということを聞いております。また、

それ以外につきまして、建設部におきまし

てポンプ場、その他の施設を水みどり課が

管理しておりますが、それにつきましても

ＰＣＢが含有されている可能性があると

いうことで、現在、今年度の委託としまし

てＰＣＢの調査をしているという状況で

ございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、まず建物等

総合管理事業の件につきまして、お答えし

たいと思います。 

今回の債務負担行為の設定額、限度額が、

前回と比べて増額となっている要因でご

ざいますけれども、まず１点は委員もおっ

しゃっていただきましたように、施設の増

がございます。それと、前回の契約時から

比べまして労務単価が上昇してるという

状況がございます。そのほかに施設自体も

増になっているんですけれども、その施設

の中でも今回一括して委託する業務の内

容、これがふえているものがございます。 

そのほか、法的な関係でいいますと、フ

ロン排出抑制法、これが平成２７年４月に

施行されました。これによりまして、業務

用エアコンの点検項目、これにつきまして

一定規模以上の業務用エアコンについて

は専門家の定期点検、これが義務づけられ

たということで、これにかかる費用が少し

上がっている状態になってます。 

もう１点、これに関連いたしまして、Ｅ

ＳＣＯ事業との関連としてどうなのかと
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いうご質問ですけれども、これにつきまし

ては、前回、市の庁舎に係るものも一括し

て契約しておるんですが、その中で、空気

調和器保守点検、空調用自動制御機器保守

点検、こういったものがＥＳＣＯ事業のサ

ービス業務の中で賄われる業務というこ

とで担当課から聞いておりますので、こう

いったＥＳＣＯ事業のほうで実施される

業務については、今回の一括契約の中から

除く予定になっております。 

それと、財政の見通しの件です。予算編

成方針の中で少し強い物言いといいます

か、厳しい事態になってるというところで

ご意見をいただいておりますけれども、中

期財政見通しにつきましては、毎年１０月

ぐらいに作成し、公表させていただいてお

りますが、毎年毎年、その時点、その時点

で見込み得る条件といいますか、そういっ

たものから積算をいたしております。 

昨年公表をさせていただいた分に関し

ましては、１点、作成した以後に大きい変

化といいますか、大きい収入があったと認

識しております。 

たばこ税ですが、これにつきましては、

作成以後に収入の増というものが判明い

たしましたので、その分を９億２，０００

万円ほどの補正予算計上させていただい

たと思いますけれども、９億２，０００万

円のたばこ税の増収がありました。当初４

億円程度の基金の減というものを見込ん

でおったところに９億円の増がありまし

たら、基金の取り崩しというのがなくなっ

てもおかしくないというところで、実際の

決算といたしましては、それ以外の収入の

減があり、最終的には基金を取り崩して何

とか実質収支の黒字を確保しているとい

う状況がございました。 

そういった大きな収入があったにもか

かわらず、基金を取り崩す状況になってし

まったことについては、財政といたしまし

てはやはり大きな事態といいますか、大変

厳しい財政状況であったというふうに認

識しておりまして、予算編成方針の冒頭で

もそういったところを説明させていただ

き、職員全員でそういった状況を共有して

いただきたいという思いからそのような

説明をさせていただいたところです。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 最初にＰＣＢの問題であ

りますけども、全体像についてこれからき

ちっと調査をするという段階の話があっ

たんですが、普通ならば、環境問題から見

ればこういう性格の問題についてはきち

っと管理して、国の動向、全体の動向を見

て順番待ちしてきちっと管理をしていく

というのが筋だと思いますけども、そうい

うことから見たら何でそういう状態なの

かという気はしますけども、ぜひ全体像を

きちっと調査した後、きちっと管理して処

理をしていただきたいということを言っ

ておきます。 

この問題については、細かいことは言い

ませんけども、できれば資料として、委員

長のほうで、今回の建物等総合管理事業の

対象公共施設、そういう中身について、法

的な改正もあって、前回と比べてそういう

点検項目も変わっておりますので、ちょっ

とわかりやすくまとめた資料でいただけ

れば助かりますので、よろしくお願いいた

します。 

財政問題については、たばこ税の話をさ

れて、今回入ったのにもかかわらず、それ

以外の収入の減により基金残高が減った

という話であります。 

毎年、中期財政見通しについては議論さ
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せていただいておりますけども、毎回、た

ばこ税の収入は見込まないでいつも予算

組みするわけです。そういう中で、基金は

過去最高の額まで到達している経過があ

るわけです。 

先ほどちょっと紹介しましたけども、昨

年度の中期財政見通しの上に立った今年

度の予算編成方針では、申し上げたように

こんなことをおっしゃってるんですよね。 

さっきと同じ文脈の中で、基金は１４６億

円になりますと。市債残高については、ピ

ーク時が１，０５５億円ありましたと。し

かし、約６１０億円減少しましたというこ

とを前提として、いろんな評価を展開して

いるわけです。この上に立って、平成２８

年度の中期財政見通し上の基金の見通し

は１４１億円ということで出発している

わけで、過去のいろんな経過を含めますと、

そういう評価については同意できないと

感じます。 

過去、何回も中期財政見通しについては、

毎年の決算を受けて見通ししますけども、

何年後に大変な赤字になりますよという

ことをおっしゃってて、それがどんどん狂

ってるわけです。そういう経過も踏まえて、

きちんと評価をされて、結果としてはたば

こ税が今回あわせて入ったけれども、見通

しよりも多く基金が残ったということも

一つの事実でありますし、その点、予算編

成の中での財政問題については正確にき

ちっと捉えていただいて、議論していただ

きたいと思います。 

それと、少し申し上げますと、平成２９

年度、基金を２９億円取り崩して予算組み

しました。結果、使ったのは、２５億円減

らして、４億４，５００万円なんです。市

債については当初は１４億３，８００万円

でしたけども、結果は１３億９，０００万

円と。途中、市債についてはいろんな事業

の関係で２０億円足した時期もありまし

たけども、そういう予算組みの経過をたど

っているわけで、単純にたばこ税が入った

から、その結果で減りが少なかったんだと

いうことを見てほしいということじゃな

くて、いろんな過去の経過でたばこ税が入

らない中でいろんな予算組みしてるわけ

で、そういう点をちゃんと見ていただいて、

きちっとした財政評価を提示すべきだと

思いますけども、その点ちょっと副市長か

らご意見あれば聞かせていただきたいと

思います。 

○渡辺慎吾委員長 資料に関してはまた

でき次第よろしくお願いします。 

副市長。 

○奥村副市長 それでは、私のほうからご

答弁させていただきます。 

過日、平成３０年度の予算編成説明会が

ございました。その折には私のほうが一応

挨拶の中で言ったことをちょっと紹介さ

せていただきたいと思います。 

それぞれ財政のほうは非常に厳しいと

いうようなことで、毎年そういうことで臨

んでおります。もし財政が少し余裕がある

とか、そういうような悠長なことを言って

おれば、今の基金の残高はなかったもので

あろうと思います。それをそれぞれ各課が

情報を共有しながら、それぞれ歳出におい

ては非常に始末をしながら基金を残して

きたと、こういう全庁的な動きがまずあろ

うかと思っております。 

それから、中期財政見通しでございます

が、財政方といたしましては、やはり歳入

は過小に見積もる。それから歳出は過大に

見積もる。これは鉄則でございます。これ

をもし反対に見込みますと、当然非常に狂

ってくるということもありますので、そう



- 8 - 

 

いう財政のスタンス、これはしっかり理解

していただきたいと思っております。 

それから、年度間のそれぞれの歳入歳出

の増減は当然ございます。そんな中で、基

金が余ったり、あるいは基金が足らなかっ

たりすることもございます。そういう部分

では、年度間の増減はあるんですけれども、

全体のトレンドとしては中期的、あるいは

長期的に見た場合に、やはりこれからの財

政状況は非常に厳しいものであろうと予

想されております。 

いずれにいたしましても、決算審査の中

でしっかりそれぞれ議論していただいて、

予算、あるいは決算について、ご理解をし

ていただければありがたいと思っており

ます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 財政問題を申し上げたの

は、いわゆる今回、市議会議員選挙があり

まして、市長もいろんな場面で優良企業と

いう言葉を使われて、財政が大変だという

ことでいつもおっしゃっているわけです

よ。 

２２歳まで医療費助成をするというこ

との記者会見のときにもそういう発言を

されて、それに対してマスコミでもいわゆ

る市税収入が府下一番だという数字もテ

レビの中で示されて、摂津市の財政状況に

ついていろんなことが議論されましたけ

ども。 

いろんな年度間でいろんな言い方あり

ますけども、しんどかったら負担してほし

いと。ちょっと余裕ができたけども、将来

しんどいからできませんよという言い方

で物事を進めるのではなく、今の状態にな

ったことを正確に伝えて、それを判断して

いただいて、財政運営をきちっと抑えなが

ら、基金が過去最高とい状況になってます

ので、そういう財政状況を今の市民の暮ら

しにいかに生かすかという議論をあわせ

てするような、そういう方向で財政問題を

見てほしいということを伝えておきます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにありませんか。 

中川委員。 

○中川嘉彦委員 おはようございます。 

それでは、一つだけ質問させていただきま

す。 

先ほどからもお話が出てます建物等総

合管理事業、これについてお聞きしたんで

すけれども、先ほどの答弁の中で予定価格

が３億６，２８７万円ですか、それに対し

て２億９，６３９万６，８２７円というよ

うな落札になったとありました。それは指

名競争入札だとお聞きしたんですけど、こ

れが本当に適正に競争原理が働いてるの

か、７，０００万円ぐらい予定価格に対し

て浮いているから、ああよかった、よかっ

たなのか。この指名競争の前回の状況とい

うんですか、どういうふうな業者、何者で

どういうふうに、指名した根拠、地域性と

かそういうものを根拠にしたのか、まず１

回目それを教えていただければと思いま

す。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、建物等総合

管理事業についてのご質問についてお答

えいたします。 

前回の入札の状況ですけれども、前回、

建物、ビル管理、そういった業種で登録さ

れている業者の中から指名をいたしまし

て入札を実施しております。指名させてい

ただいた業者の数といたしましては、１４

者を指名させていただいて入札をいたし

ましたが、実際に応札いただいた業者とし

ては４者ということになっておりまして、
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１０者が事前に辞退の届け出を出してお

られたという状況になっております。 

１０者が辞退されておりますけれども、

地域的なところといいますと、市内の業者

でそういったところはございませんでし

たので、市外の業者から指名をさせていた

だいて、４者で入札をすることによって、

一定の競争は働いていたと判断いたして

おります。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 １４者のうち実際に応

札されたのは４者ということで、その指名

した段階のいきさつはいろいろ要件があ

るとは思いますけども、きっちりと指名競

争という市場原理が働いて、税金ですから

きっちりとその辺で働いているのかなと

いうことが一番心配で、今回も同じような

形できっちりと競争原理が働くように見

ていただきたい。 

先ほど最初に予定価格３億６，２８７万

円といったその根拠ですけれども、いろん

な形で精査をされてるとは思いますが、例

えば今回金額が４億２，０００万円という

形で上がった、要因は施設の増、労務単価

の増、業務内容が変わった、ふえたと、そ

ういう形でふえた内容はおっしゃられま

したけれども、労務単価が上がったという

のは時流の流れであるんですけども、そこ

も大事ですが、例えば歩掛りというのがあ

ると思うんです。例えば、大げさな話は、

電球一つかえるのに一人工でやるのか。そ

れをほかのちょっとしたのと合わせて一

人工で見るのか。その歩掛りとかもいじる

ことによってこの予定価格が本当に適正

になっているのか、もうちょっと詰めれる

のかというところまで精査してやってい

ただきたい。これはもう要望というか、そ

こを詰めるつもりはないですけれども、今

こういうご時世なんで、今どこも厳しいで

すから、本当にきっちりと大事な税金を最

小限でやっていただきたいということを

要望して終わります。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質疑ございま

せんか。 

三好委員。 

○三好義治委員 債務負担行為の細かい

ことはいいんですけども、なぜこの時期に

債務負担行為の補正を行うのか。それまで

に債務負担行為をとった時期を含めて平

成３０年度の部分でいけば、今まで債務負

担行為というのは１２月議会でいろいろ

と債務負担行為をとってきた過去の経緯

があるんです。こういうこの時期の補正と

いうのがどうも合点がいかないんで、ちょ

っと説明をお願いしたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、債務負担行

為の設定の時期についてのご質問にお答

えしたいと思います。 

今回の建物等総合管理事業、この中には

もう４月１日早々から実施していただか

ないといけない業務等もございます。それ

を考えますと、きちんと４月１日が始まる

までに入札をし、契約をする、こういう必

要があるわけです。 

これまでは１２月に設定をさせていた

だいておりましたが、今回、先ほども申し

上げましたように、施設が増加したりとか、

あと業務が増加しているというところで、

十分に担当課と財政課の担当者で打ち合

わせをし、内容を固め、そういった時間を

十分にとった上で入札を実施していきた

いという思いから、これまでより若干前倒

しをさせていただいて、今回の設定時期と

させていただいたところです。 

以上です。 
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○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 やっぱり経済の流動化

とか、物価の上昇率とか、いろんなことを

吟味して、それから事前に債務負担行為を

組んでるんですよね。１２月というのが、

それが来年４月からやる入札の経過から

いきますと、今上げてる部分については、

資料も過去の資料のデータもあるんで、そ

んなに作業分野としてはふえてるような

傾向ではないんです。 

ここ半年間の株価の上昇率を見ると、二

十数年来にわたって２万円ぐらいまで株

価が上がってきたんですね。物価上昇率も

１１月からいろんな物価上昇が今見込ま

れている状況の中で、この債務負担行為の

補正がこの時期で本当に適切なのかとい

うのを私は疑問を持っているんです。 

そういった面で、それよりも前段の中で

債務負担行為を組んできた経過というの

が、入札を行っていくのに、そんなに１年

先にやっていく作業量が本当にあったの

かというのが、この債務負担行為全体を見

て、きょうは総務建設常任委員会ですから、

それにかかわる所管の部分だけでしか質

問はできませんけど、債務負担行為の基本

的なあり方について、再度ご答弁いただき

たいなと思います。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 債務負担行為につい

てのご質問にお答えしたいと思います。 

債務負担行為につきましては、単年度予

算の原則、これの例外として、後々の債務

を、地方公共団体が負担する場合に議会に

上げ、予算の一部として限度額、それから

期間を可決いただいて、それをもとに契約

等するものになっております。 

どうしても市が実施しております業務

の中では、継続的に３月３１日で終わって

４月１日から新たに始めるというものも

ございますが、３月３１日から４月１日ま

で継続的にやっていくものもございます。

そういった切れ目のない業務をするに当

たっては、どうしても当初予算の可決を待

ってから契約するということになると、な

かなかそういういとまがないものもござ

いますので、そういった場合に事業実施の

前年度、それ以前に債務負担行為として設

定をさせていただき、契約を実施しており

ます。 

今回の業務につきましても、先ほど申し

上げましたように、４月１日早々に実施し

ていただかないといけない業務がござい

ますので、今回、若干これまでよりも期間

が早いですけれども、十分に内容を精査、

それから担当者とも打ち合わせをする時

間も確保したいということ、それとあと契

約先の業者とも十分な打ち合わせをして

適切な業務を実施していただきたいとい

うこともございまして、今回の設定をさせ

ていただいているところでございます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 この時期というのはま

た改めて違う場面で質問をさせていただ

きますけど、その物価上昇の部分とのその

因果関係ですね。いろいろ委託契約をやっ

て、事業者の工材が上がって、そこでまた

補填をしてきたという過去の経緯もあり

ますし、この債務負担行為は今言われたよ

うに来年４月１日から担保として金額を

上げてる部分の中で、余りにも早目にやっ

ていったときに、本当に今の経済情勢不安

定な中でこれが本当に適切な時期かとい

うのは、私いささか今疑問に思ってます。 

多分これ質問してても平行線になるんで、

きょうはこの程度にとどめておきますん
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で、また改めて決算委員会で話をさせてい

ただきたいと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ないです

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質問を終わり

ます。 

暫時休憩します。 

（午前１０時３６分 休憩） 

（午前１０時３７分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第６４号の審査を行います。 

本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。質疑はありませんか。 

野口委員。 

○野口博委員 一応基本的な問題だけお

尋ねしときます。 

今回、国に応じた都市緑地法の改正に伴

い固定資産税の軽減を行うということで、

条例改正をするということにつながって

きたわけでありますけども、事前にご説明

いただいた内容でいきますと、いわゆる都

市緑地法の改正に伴って多くの空地を緑

地に活用したいという意味合いと思いま

す。広さが３００平米以上と、緑化率が２

０％以上で、設置から５年以上だと。その

うちの３年間は固定資産税を３分の１軽

減しますということの中身だと思います。 

全国的には余りこういう法律を活用した

という点では数がほんの少しだと思いま

すけども、これを摂津市で見た場合に、大

企業の方々が敷地内で例えばこの広さを

提供したいと、誰か活用するということに

なった場合に、いろんなプライバシー問題

もありますし、いろんな条件もある中で、

一般の方々が３００平米の土地を提供し

て云々ということは余り考えられないと

いうこともありますので、とすれば大企業

用しかないと思われます。いろんな問題も

生じますという点を考えますと、国の意図

たるものがどういうところを対象に出し

たのかという点で担当者の受けとめを一

つ聞かせていただきたい。 

この制度が摂津市で利用される可能性

があるかの問題について、少しお考えを聞

かせていただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 中西部参事。 

○中西総務部参事 それでは、野口委員の

ご質問にお答えさせていただきます。 

今回のこの都市緑地法の改正に伴いま

す税制改正ですけども、目的としましては

民間の活力を最大限に生かして、緑やオー

プンスペースの整備、そして保全等を効果

的に推進していくということが目的とな

っております。 

本来、そういうものは市町村などの地方

公共団体が行えれば一番いいという問題

だと思うんですけども、今の地方公共団体

には財政面や人材面等の制約があります。

そういうところから地方自治体として独

自でやっていくのがなかなか困難である

という背景を受けて、都市緑地法の改正を

いたしまして、民間の力をかりたいという

形になったと考えております。 

こういう制度をやることによりまして、

確かに民間の方から土地の提供等をいた

だくというのは大変難しい問題があるか

なと思いますんで、基本的には大企業の手

助けというのが必要になってくることも

あるかと思います。 

ただ、大企業のほうの手助けといいまし

ても、オープンスペースという形からいい

ますと、やっぱり大企業としても不特定多

数の方が常時、社内とか敷地内に入ってこ

られるというのは非常にセキュリティー
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的な面を考えても難しい問題もあるとい

うことから、非常に縛りがきついというこ

とを考えておりまして、今までというか、

全国的に見ましても、こういう制度を使っ

ての実際の緑地として活用しているとこ

ろは非常に例として少ないと伺っており

まして、摂津市としましても、空地が少な

いという考え方からいきましても、なかな

か制度を活用するという可能性は低いと

考えております。 

それと、制度を使ってもらうということ

で、企業以外にＮＰＯ法人でありますとか、

認定された地縁団体、住民団体、そういう

ところもできるということですけども、土

地の無償提供を受けるのはなかなか難し

いことから、固定資産税としてはなかなか

適用は難しい、摂津市内では難しい問題が

あると考えております。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 可能性は低いという話だ

と思いますけども、例えばある大きな企業

の土地を提供してもらおうとした場合に、

そこで市民団体が市民農園的にできる形

をつくって、そこを使いたいとした場合に、

どういう流れになりますかね。具体的な問

題として説明をいただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 中西部参事。 

○中西総務部参事 流れとしましては、ま

ず土地の提供をいただく、無償でどなたか

に借りられる、もしくは今回の緑地をやら

れる方が自分で所有されるということで、

とにかく土地をまず確保していただく。そ

して、あくまでも無償で提供いただくとい

うのが条件になってまいります。 

その後、その設置者の方から市町村に対

しまして開発というか、その計画ですね、

実施計画のほうを提出していただきまし

て、それで認定が得られればその制度が採

用されるという形になってきます。 

認定いただくのは、今まででしたら都道

府県の申請ということがあったんですけ

ども、今回の税制改正によりまして市町村

ということになりましたので、摂津市の場

合でしたらこの認定を行うのが水みどり

課のほうになっております。認定を得られ

れば今度その分で固定資産税課のほうに

申請をいただければ、この特例措置を適用

させていただくという形になります。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 そうしましたら、可能性が

低いという話でありますけども、せっかく

いいものは普及する努力は当然自治体と

してはすべきだと思いますが、民間であれ、

いろんな需要で３００平米を超える土地

を提供いただいたと。その状態になったと

きにその次のことがいろいろ出てくるだ

ろうと思いますけども、より違った角度か

らですが、そういう空地として、緑地とし

て提供できるように今回法改正されたと。 

これをじゃあ自治体として、知らしめる努

力から普及していく努力に発展していく

ということになりますけども、そういう自

治体の受けとめ方については、どうなんで

すか。いわゆる広報だとかいろんな形で、

大企業などの民間も含めて、最低まず知ら

せていかなければならんと思いますけど

も、そういう出発も含めて、どういう対応

をされていくのかなと思いますけども、ど

うですか。 

○渡辺慎吾委員長 中西部参事。 

○中西総務部参事 今回の広報活動的な

ものだということだと思うんですけども、

今のところ固定資産税独自での広報とい

うのは特には考えてはいないんですが、こ
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ういう税制改正があることによりまして、

納税通知書等を送らせていただくときに

は、お知らせ等の紙も入れさせてもらって

ますので、そういうところに記載するとい

うのも一つの方法かなと考えていますし、

あと１月１日現在の適用ということにな

りますので、事前にまた認定担当でありま

す水みどり課等とも協議等をした中での

広報誌等の広報媒体ですね、そういうのを

使ってのお知らせというのも必要になっ

てくるかなと考えております。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ございま

せんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午前１０時４５分 休憩） 

（午前１０時４７分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第６６号の所管分の審査を行いま

す。 

本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。質疑ありますか。なしですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 質疑なしと認め、質疑

を終わります。 

暫時休憩いたします。 

（午前１０時４７分 休憩） 

（午前１０時４８分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第６９号の審査を行います。 

本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。質疑ありますか。 

松本委員。 

○松本暁彦委員 まず、この条例につきま

して、具体的にどのような方が該当するの

か、市の考えと、そして実際に該当者が今

までに実際いるのかどうか、それについて

お聞かせください。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、今

回具体的な該当者についてご説明させて

いただきます。 

今回、入居者から市に対して収入の申告

がなくて、なおかつ請求を行ったにもかか

わらず、入居者がその請求に応じない場合

については、近傍同種の家賃となるという

ことでありますけれども、今回の法改正で

認知症等で収入申告手続ができない方、こ

の等といいますと認知症の方ですとか、あ

と知的障害者、それとあと精神障害者、こ

ういった方が該当いたします。これらの方

については、もし収入申告がない場合につ

いては、市のほうで官公署の必要な書類を

閲覧して、収入を認定するということが今

回できるようになった法改正の中身でご

ざいます。 

こういった対象者がいてるのかどうか

ということで調べましたところ、今年度に

つきましては該当する対象者については

ございません。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 今後、恐らく２０２５年

問題と言われる超高齢社会に向けて、さま

ざまなそういった方々も出てくるかと思

います。そこに対してこの条例でしっかり

と運用していただければと思います。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ございま

せんか。 

野口委員。 

○野口博委員 例えば、いろんなプライバ

シー問題があるので、収入申告がないとい

うケースが発生した場合、いわゆる認知症
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だとか、知的障害だとか、そういうことの

確認作業も含めて、プライバシー問題もあ

りますので、それをどう配慮しながら、本

人同意のもとに官公署にあるその方の収

入がわかる資料を見て、行政側が家賃の設

定をするという流れになるのか、その辺ど

うですかね。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、ど

ういった形で確認をしていくのかという

ところですね。 

年に一度、収入申告を提出していただく

際に、もし障害者の方であれば障害者手帳

を確認いたしております。収入申告が未提

出の方につきましては、現在、指定管理者

のほうでそういった収入申告の受付窓口

をしておりますので、指定管理者が未提出

者に対して催告を行うことになります。 

それでもなおかつ提出がない場合につ

いては、家庭訪問等を通じて確認する形に

なろうかと思いますし、その際に、本人と

のやりとりの中でなかなかこちらの言う

ことが通じないですとか、理解できないと

いった場合については、市のほうにご連絡

いただきまして、保証人に連絡をとりまし

て、その方の状況をお伝えさせていただい

て、場合によりましたら関係機関、高齢介

護課ですとか、また障害福祉課と連携して

対応していく形になるかと考えておりま

す。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 そういうケースの場合は

いろいろ大変になろうかと思いますので、

よりそういう人権侵害とならないような

形で事を進めるように努力していただき

たいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございません

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午前１０時５３分 休憩） 

（午前１０時５４分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第６３号の審査を行います。 

本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

中川委員。 

○中川嘉彦委員 それでは、質問をさせて

いただきます。 

今回のこの条例制定というのは、自分が

お聞きしている範囲では、今まで一部の位

から上が導入している昇給、要するに業績

評価、能力評価を今回新入社員まで適用す

るという内容だったと思います。 

一般企業、民間企業でもこの業績評価、

能力評価、もっといえば人事評価というの

は本当にシビアな問題で、難しい問題だと

捉えている中で、今まで先に行われてきた

職員の方々の能力、業績評価、これに対し

てのまず問題点というか、何か不備があっ

たり、この条例を先に制定したことによっ

て何か問題点とかあれば、まずお聞かせい

ただければと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問について答弁を申し上げます。 

本市で人事評価というのは業績評価、能

力評価、２本でさせていただいております。

管理職につきましては平成２４年から、そ

れからそれ以外の職階については平成２

５年から試行でこの人事評価というもの

を実施をしてきております。 

その中で、やはり人材育成としてのツー

ルということでございますので、上司が部
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下の勤務の状況をしっかり把握できてい

るかですとか、あるいはその結果を面談に

おいて評価される職員に対して適切に指

導ができているかとか、こういったところ

については、その試行期間の間にいろいろ

状況の確認を行い、研修を行い、今日まで

実施反映に、研修等を実施してきておりま

す。 

昨年、係長級まで人事評価の給与範囲に

ついて拡大をしたわけでございますけれ

ども、これにつきましては、当初からスケ

ジュール的には想定をしていたこととい

うことでございまして、この研修の中でも

そういうことを想定しながら、面接等のシ

ミュレーションなんかも行いながら実施

をしてきておりますので、昨年の実施につ

いては特に大きな問題は発生してないと

思っております。 

今回は一般職員まで全ての職階にこれ

を拡大していくということで、適切な運用

に今後とも努めてまいりたいと考えてお

ります。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 この能力、業績評価を導

入するに当たって、一般職以外の方のモチ

ベーションとかスキル、それがこれを導入

したことによって何か変わったこととか

あるんでしょうか。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 モチベーション、スキル

という話でございましたけれども、職員は、

評価されるほうは、やはりみずからの働き

方を振りかえる機会ということにもなり

ますし、課題として、職位に比して伸ばし

ていかないといけない部分、そういう部分

を上司と部下の間で認識をしていくとい

うことでございますので、効果はあったも

のと考えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 抽象的な言葉で、わかる

ような、わからないような、自分が理解す

るにはちょっと難しいんですけれども、例

えばどこかの部署でもいいんで、挙げられ

るんであれば、能力、業績評価、どういう

項目でどういうふうになっているのか、一

例を挙げて、どういうふうに評価している

のかというのがあれば、一例を挙げて教え

ていただけないでしょうか。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、一例をという

ことでございましたので、能力評価につい

てまずお答えをさせていただきたいと思

います。 

これにつきましては、職員ごとに標準的

な職務の遂行能力というのが決まってお

ります。課長級であればこれだけの能力を

発揮するということで定まったものがご

ざいまして、これに対応した評価項目とい

うのを定めております。 

管理職の能力評価の評価項目というこ

とでいいますと、リーダーシップであった

り、部下との意思疎通能力であったり、組

織対応の運営の能力であったり、こういう

ものが評価項目になっているということ

でございます。 

それから、業績評価につきましては、こ

れは各課においてそれぞれ組織的な課題

というものがございます。これに対して、

課長級であれば課長級の職階として目標

をあらかじめ立てて、それの達成度合いを

図るという形になってまいります。 

一例でということでなかなかちょっと

難しいんですけれども、今年度の人事課で

申し上げますと、課長級としてはこの人事
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評価の、例えば導入について、あるいは組

合交渉するとか、そういうような目標の立

て方というのがございます。 

その達成の水準として、組合交渉が妥結

をし、条例議案を上程できるような形にま

で持っていくと。それを、目標として、そ

の間に手段というのがございますけれど

も、いつの時期までにこういうことを済ま

せておかなければならない、制度設計をし

ておかなければいけない、そういうような

ことを手段であったり、達成の水準という

ところで定めて、その達成度合いをはかる

と、そういうことになってまいります。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 この能力評価、今、具体

的に、リーダーシップだとか、意思疎通、

その項目、いろいろあるのはお聞きしまし

たけども、でも、これを評価するのも人、

上司だと思うんで、なかなか民間企業でも

役所でも、評価するというのはどんな業種

でも難しいとは思いますので、一番は職員

の方々のやる気をそがないように、この制

度が進められることを要望しておきます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問はござい

ますか。 

野口委員。 

○野口博委員 来年１月１日から、これま

で役職以上の方から全職員に人事評価を

実施するということで、今回、一般職員に

対する、実施するための改正条例でありま

すが、これまで、いわゆる公務労働の現場

において、こういう人事評価はなじむのか

どうかという角度から、国会論議も含めて、

いろんな議論させていただきました。 

ご承知のとおり、地方公務員は全体の奉

仕者として仕事をすると。住民の暮らしを

向上させるというのが目的であります。 

そういう現場に、こういう評価制度がな

じむかどうかということで、いろいろ議論

させていただきましたけれども、特に極端

な悪い例では、ご承知のとおり、北九州で、

いわゆる生活保護の数値を決めて、その数

値を達成するために、水際で生活保護を受

けさせないということで、自殺者だとか、

餓死者が出た事例で、大きな社会的な問題

として、全国的にその問題が発信されまし

た。 

そういうことも含めて、いろいろ工夫も

されてきていると思いますけれども、この

間、摂津市では、平成２７年からが課長級

以上、ことし１年間は係長と課長代理級と

いうことで実施されてきております。 

その結果、資料をいただいておりますけ

れども、同じ職場で、同じ級で、結果とし

て、いわゆる５段階の賃金の方が生まれて

いるということになります。 

そういう自分の仕事が賃金に反映する

わけでありますけれども、そうした場合に、

この評価する側、評価される側の公平性の

問題について、どういう議論がなされて、

どういう実践をされてきたのかというの

を一つお聞きしたいと思います。 

いろんな現場でもそうで、僕らもそうで

すけれども、措置としては、いかにモチベ

ーションを下げないで、目的を達成するか

ということが最大の目的でありますけれ

ども、この間の平成２７年度、平成２８年

度、平成２９年度の資料をいただいており

ますけれども、ＳからＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、５

段階あります。 

Ｓ、最上位ですね、２％、変わりません。

Ａ、上位、これがこの平成２７年度、平成

２８年度に比べれば、平成２９年度は６．

８％から３．３％に下がっています。中位、
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普通ですね、これが８５．１％から９０．

１％に上がっています。Ｃランク、下位で

すね、４．７％から３．８％に低下をする

と。最下位、Ｄランクが１．４％から０．

８％という数字をいただいておりますけ

れども、この辺の経過について、どういう

評価をされているのか。ちょっとこの際、

お聞かせいただきたいと思います。 

それともう一つ、今、導入されました人

事課の課長の、いわゆる目標設定の例とし

て、組合交渉の問題を言われましたけれど

も、いろんな現場がありますから、もっと

わかりやすい数値の立て方といいますか、

目標の立て方といいますか、その辺を一回、

もうちょっと別の角度から、別の現場のわ

かりやすい例からして、どういう目標が設

定されて、それで、それをどういう結果、

評価されているのか。 

それと、評価の結果について、先ほど評

価の公平性の問題を言いましたけれども、

本人に対して、こういう評価ですよと。こ

れは、こういう理由ですよと、本人開示も

含めて、公に評価について、その方にちゃ

んと伝えて、その方もそれに対して、文句

があれば、いろんな制度を使う。そういう

本人開示、評価される側に対する本人開示

の問題についても、この間どういうことが

あったのかなども、ちょっと雑駁な質問で

ありますけれども、お答えいただきたいと

思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、野口委員のご

質問に答弁を申し上げます。 

まず、１点目、公平性の観点で、これまで

どのような議論がなされたかということ

でございまして、ご指摘のような公平な評

価がなされなかった場合の危惧といいま

すか、こういうものは職員の間にもござい

まして、この人事評価の試行実施、導入を

する前に、平成２４年から平成２５年にか

けまして、プロジェクトチームにおいて、

議論をしたところでございます。 

やはり、そういう危惧は一定、職員の間

であるということは事実でございまして、

ただ、それが正当になされた場合には、や

はり、頑張る職員を評価するべきだという

ふうな、そういうプロジェクトチームの議

論がございました。 

この正しい評価をするために、まずはそ

の評価について、きちっと実施の要綱、要

領を定めていくと。これに沿った形で、各

評価者が評価をする。いわゆる独自の視点

で見るであるとか、そういう評価エラーを

起こさないために、きちっと実施要領に沿

った形で評価をする、これが必要だろうと

いうふうな、そのときには、そういう議論

になっております。 

これを踏まえまして試行導入したわけ

でございますけれども、その後、評価者に

対して、毎年、評価の意味合いであったり、

それから面談において、きっちりと指導を

行う旨であったり、こういうものに研修の

時間をさいてきていると、そういうことで

ございます。 

２点目につきまして、区分けといいます

か、実際に最後の給与反映への結果の部分

についてのパーセンテージのことでござ

います。 

これは、運用上ではございますけれども、

給与の予算の範囲内で、この昇給について

は差を設けるということになってござい

ます。 

この５段階でいいますところの最上位

であるＳであったり、次にあるＡ、この辺

の段階については、一定、おおむねの割合

というものが決まった形で運用をしてい



- 18 - 

 

るところでございます。 

それぞれ、Ｓ、Ａ、ともに、おおむね５％

までということで運用してきておりまし

て、このあたりで評価の結果、今、委員が

おっしゃられたような結果に、この３年間

ではなっているということで、これについ

ては、当初の想定していた結果になってい

るのかなと考えております。 

もしかすると、その団体によって、もっ

と大胆なといいますか、大幅な差のつけ方

をする団体もあるかもわかりませんけれ

ども、現段階では、これが摂津市にとって

は適切ではないかと考えているところで

ございます。 

それから、他部署の目標の設定というこ

とでございまして、済みません、ちょっと

手元に今、資料がございませんので、具体

的なところはちょっと申し上げることが

できないんですけれども、管理職について

は、これまで組織目標であります総合計画

であったり、行革の実施計画であったり、

こういうものがございます。 

その年度に取り組まないといけないと

ころが、その目標のところには、当然なが

ら、位置づけられると考えておりますし、

その管理職以下の方の職員の目標の設定

につきましても、目標を設定する段階で、

期首でその上司との面談をして、すり合わ

せをしていくと。目標の調整を行っていく

ということですので、誤った方向の目標の

設定というのは、その面談において、防げ

るものと考えているところでございます。 

それから、最後に、本人開示のところでご

ざいますけれども、面談においては、基本

的には能力評価、業績評価ともに、本人に

開示をした上で指導を行っていくという

ような運用を行っているところでござい

まして、それでもなお、やはり、評価され

る側のほうで納得できない部分があれば、

苦情処理委員会というものも設けており

ますし、最後の給与反映というところにお

いては、全体の調整を行った上で、給与反

映をしていると、そういう運用を行ってい

るというところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 評価の公平性という問題

を言いましたけども、一番心配するのは、

同じ職場の中で、同じ俸給の方が、賃金が

５段階あって、今、言ったパーセンテージ

の中で、違いが生じる職員が仕事をしてい

るということであります。 

そういうことから、評価の妥当性、公平

性の問題が、同じ部でもそうですけれども、

部対部の関係でも、あの部では厳しいと、

この部では優しいと、いろんなこともあり

ますので、部同士の公平性の問題もあると

思います。 

結果、これから、一般職員に拡大しよう

とするわけで、これまで部長級、次長級、

課長級が７８人、課長代理級、係長が１６

５人、副主査級係員が３７２人、全体６１

５人の方が対象になっていくわけで、いわ

ゆる上司の方、例えば、うがった見方です

よ、上司の方が自分の評価を上げるために、

部下にその数値を徹底させていくという

意味合いで、いわゆるパワハラということ

が適当かわかりませんけども、そういう上

司と、いわゆる部下の関係で、そういうこ

とが生じやすいということ。いろんな各種

の例を聞きますと心配するわけでありま

す。 

だから、上司の方が自分の成果を上げる

ために、部下にいろんな目標を押しつけて

いくということも、実際、これから起きる

可能性はないとは言えないということで
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あります。 

前回も紹介しましたけれども、国で議論

するときに国家公務員に対して、２０１２

年に５，０００人のアンケートが実施され

て、本来、求められる仕事は何なのかとい

う指定をしない、数値目標だけが重視され

ると答えた方が、６０％あるわけでありま

す。 

当然、摂津市においても、一般職員に拡

大する中では、職員アンケートもしてきた

と思っておりますけれども、この全体のパ

イが決まっていますから、いわゆる給与問

題に対して提案する側と受ける側の、組合

との関係もありますけれども、なかなか、

弱い、強い、立場の違いもありまして、そ

ういう難しい問題もあろうかと思います

けれども、少なくとも職場がぎすぎすしな

いような状態で、いわゆる、最初申し上げ

た目標を設定していくということが大事

だと思っておりますけれども、結果、これ

から一般職員に広がっていきますので、そ

れを大変心配しておるわけであります。 

苦情処理委員会も設置されていますけれ

ども、なかなかそこまでは職員、行かない

と思うんですよ。そういう点で、結果はい

ろんな形で内部、いわゆるメンタルの面が

出てくる方もあるかもわかりませんけれ

ども、そういう職場全体が何かしらぎすぎ

すして、極端ですけれども、まともな仕事

ができないような環境になる可能性があ

るという、そういう点を僕は心配をしてい

るわけであります。 

それで、先ほど申し上げた評価の公平性の

問題でありますけれども、評価する側の研

修問題ね。これはどういう確保をされてい

ます。 

部内での評価と公平性と部同士の評価

の公平性の問題については、どういうこと

になっているんですかね。 

わかりやすく説明してください。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁申し上げます。 

調整の部分のご質問だと思いますけれ

ども、部局間でどのような結果が出ている

かというのは、結果を集計する際に見るよ

うにはしております。 

極端にやはり部署の平均といいますか、

その評価の平均が高い、低いというところ

は、そういう傾向として調整をするような

形をとっているところでございます。 

一方で、そのような差ができないような

形での研修というのを、毎年実施して、こ

れは少なくしていくにこしたことはござ

いませんので、そういう形で取り組んでい

るところでございます。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、野

口委員のほうから公平性、妥当性のところ

で気にしていただいておりますが、我々も

その辺は非常に危惧しているところでご

ざいますので、私のほうから総括的にご答

弁申し上げたいと思います。 

まず、公平性の問題ですけれども、先ほ

ど課長のほうからも申し上げましたよう

に、研修ということは必ず毎年実施してい

っておるわけなんです。 

先ほどの開示のお話もございましたけ

れども、開示については、フィードバック、

上司が行った評価というのは、必ず部下に

対して開示をしながら、その評価の内容に

ついても議論をするということになって

います。 

通常よりも頑張った点、または劣ってい

た点ということを客観的に具体的にあら

わすために、行動記録というものを上司の
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ものはつけるようになっております。 

ですから、頑張って成果を上げた部分、

それから、少し配慮が足りなかった部分で

あったりということを、できるだけ具体的

にあらわして、あのときどうだった、この

ときどうだったという形で部下と議論す

るような形で、公平性、納得性ということ

を担保するようにしております。 

それと、目標設定のところで、少し数値

の話、北九州のお話もあったんですけども、

我々の考えている人事評価の業績評価の

部分なんですけど、数値目標には、正直こ

だわっておりません。ですから、必ず数値

で上げてこいということは、一切言ってお

りません。 

数値になりますと、やっぱり今、委員が

おっしゃられたような部分の危惧が出て

きますので、数値にこだわらない形でも十

分、目標設定というのは可能でございます

ので、そういった形で運用をさせていただ

いているということでございます。 

あと、部局間の調整の話もあったんです

けれども、これ、先ほど課長が申し上げた

ように、平成２４年から試行をしておりま

す。試行の段階で、その辺というのは、か

なり隔たりというものが、正直ありました。 

ただ、試行の段階で、人事が中心になって、

各部と調整する中で、その差異というのを

できるだけなくなるように調整を図って

きて、正直、私の主観になるかもしれませ

んけれども、今、部局間で大きな隔たりは、

ほとんどなくなってきていると考えてい

ます。 

また、今年度からは、下位評価というも

のを実施しておりまして、これまでは上位

評価だけだったんですけれども、下位評価

というものも実施しながら、公平性、妥当

性、納得性ということを担保していきなが

ら、今後もよりよい人事評価制度になるよ

うに努めていきたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 最後にします。 

職員は、難しい試験を通過して、なって

きているわけで、その前提条件として、そ

ういう力量を持っている方であります。 

そういう方々が同じ俸給の中で賃金差

別を設けようということがいかがなもの

かと思っております。 

今、数値目標にこだわらないとおっしゃ

ったけれども、そうならば、例えば、岸和

田市とか吹田市がやっておるような、いわ

ゆる賃金に反映しないと。みんなで普通に

頑張って、市民サービスを提供していくん

だという、いわゆる人材育成型でやるべき

だと思います。 

ちょっと最後に、世界一学力が高いフィ

ンランドの事例を少し申し上げて終わり

たいと思いますけれども。 

向こうは、人材という人の財産、人材と

位置づけて、いろんな子育ての問題につい

て、国的な行事で取り組んできています。 

勉強も当然、できる方、できない方いらっ

しゃいますけれども、できない方に対する

サポートをちゃんとして、全体で、学力を

向上させていくというシステムがちゃん

とあります。 

そういう中で、世界一の学力の高い国に

なっていくわけでありますけれども、こう

いう思想が、いわゆる地方自治体の現場で

も大事だと思っておりますので、副市長は

そういうことでおっしゃったけども、構造

的な問題として、いわゆる職場でいろんな

問題が起きる、そういう性格を持っている

こういう問題でありますので、きちっと注
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意していただいて、先ほど申し上げた、い

ろんな場面では公平性の問題、平等の問題、

そして、ちゃんとした形で事をした場合に

は、事が起こせるように、苦情処理委員会

にちゃんと行けるような、そういう環境整

備を含めて、しっかりと対応していただき

たいということを申し上げて終わります。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問。 

三好委員。 

○三好義治委員 私は、また逆の立場で、

ようやく人事評価制度が安定していって、

それぞれの職員が相互啓発を行いながら、

市民サービスの向上につなげていくとい

うことが、とでは、一定評価をさせていた

だいております。 

その中で、昇給の段階で、要は、公務員

は人事院勧告を受けて、その額が定められ

てくる中で、その中で一般的には勤続給、

年齢給、それから、定期昇給部分が反映さ

れているという認識をしています。 

その中で、今回のこの昇給の部分につい

て、要は、人事評価で受けたその昇給の部

分は、どの手当部分で評価は、さっきの５

つに分けている部分を行っていくのかな

と。 

以前、聞いていたら、勤勉手当の中で、

その部分を反映していくとかいう話を聞

いた記憶もあるんですが、その部分は、要

は人事院勧告で平均昇給額が定められて、

パイは変わらないと。そのパイの中で、昇

給部分の評価に見合った部分をそれぞれ

に評価した部分で分配していくという認

識でいいのか。 

それとも、さらに、他の手当の中で、そ

の分を反映していくのか。その比率はどう

なってくるのかなというやつが気になり

ましてね。要は、定期昇額部分と能力部分

の割合ですね。その点について、お聞かせ

いただけますか。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまの三

好委員の質問に答弁を申し上げます。 

評価の部分の反映の仕方のご質問だっ

たと思います。 

今回の議案になっていますのが、人事評

価のうちの能力評価の結果を昇給部分に

反映させるということでございまして、５

段階で、先ほど申し上げましたように、Ｓ

からＤまでの段階で区分がされていると

いうことでございます。 

標準で、４号級の号級のアップというの

が１年間で定期昇給でございます。これを、

ＳからＤまでということで、６から２まで

の範囲で昇給を行う、６級アップから２級

アップの間で評価によって、反映をさせる

と。そういうような内容になっております。 

この能力評価の昇給への反映ということ

においては、他の手当への影響というのは

ございません。これは昇給のみということ

になります。 

人事評価の中で、能力評価以外に、先ほ

ども申し上げました目標管理型の業績評

価ですね。これの結果につきましては、勤

勉手当、いわゆるボーナスのほうに反映を

させると、そういうような仕組みになって

おりまして、今回の議案で言いますと、昇

給部分について、能力評価の結果を反映す

るということでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 ちょっと質問と答弁が

食い違っていまして、私が言っているのは、

例えば、定期昇給額が５，０００円だった

としますね、平均が。その中に、定昇部分

が幾らで、例えば、付加上昇部分が幾らで、

能力査定部分が幾らか、パーセントでね。
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その比率の割合を今、聞かせていただいて

いるんです。 

これは、ややもすると、例えば、勤勉手

当でそれを全部賄っていくんだといえば、

勤勉手当というのは、年々、年々、膨らん

でくる可能性があるんで、全体の率から率

へ抑えていますけども。 

だから、そこの部分の人事院勧告で言わ

れる定期昇給額の中で、能力査定部分は

何％含まれているんだということを質問

しているので、的確にお願いしたいと思い

ます。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、私

のほうから、ご答弁申し上げます。 

まず、能力評価なんですけれども、我々、

国家公務員に準じて、給料表というのがご

ざいます。役職ごとに給料表が決まってお

りまして、それぞれ間差というのがあるん

ですけれども、我々、定期昇給というのは、

４つの区分が一挙に４つ上がります。４つ

上がるのが定期昇給ということなんです。

４つというのは４分割されているんです

けれど、１こまが大体１，０００円から２，

０００円くらいの間差なんですけれども、

それが定期昇給でいくと、４つ一挙に上が

ります。 

実施している能力評価につきましては、

この通常、４つ上がる部分、定期昇給で４

つ上がる部分が、優秀な職員は６つ上がる

ということになっております。それが、６

つ上がる職員と、５つ上がる職員と、定昇

と同じように４つの職員と、それと、３つ

しか上がらない職員、そして、２つしか上

がらない職員、こういう能力評価の状況に

なっておりますので、この部分で、基本的

には絶対評価でこの個人、個人を評価する

わけなんですけれども、多少、相対の観点、

当然、予算というものもございますし、当

然、相対の観点も踏まえながら、この６つ

上がる職員が極端に多くならないように、

２つしか上がらない職員が極端に多くな

らないように、一定の割合の基準というの

を、先ほども答弁があったんですけれども、

一定の割合の基準というのを定めながら

運用しているということでございます。 

人事院勧告の部分については、このそれ

ぞれ４つの中に金額が書かれている、給料

表、何十何万円という数字があるんですけ

ども、何十何万円という数字そのものが人

勧の中で物価等の上昇を見込みながら、例

えば、人事院勧告前は２０万円であった給

料が２０万５，０００円になると、そうい

うふうに給料表の数字が置きかわるとい

うのが人事院勧告ということになります。 

それと、業績評価のほうなんですけれど

も、業績評価については、国もそうなんで

すけれども、ボーナス、勤勉手当を計算す

るときに、それぞれ扶養のいてる職員の扶

養手当というのを積算の根拠の中に加味

するんですけれども、その扶養を除いて、

だから、扶養手当を加味せずに積算する、

だから、扶養手当を上の分ですね、勤勉手

当を通常よりもプラスして支払う職員が、

また、職員に支払うためにプラスする分は、

この扶養手当の部分を原資として充てて

いますので、これまでからの予算の範囲内

でおさまっているという考え方になりま

す。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 また、後ほど、詳しく伺

わせていただきますけれど、ということは、

もう全てが昇給に関しましては、能力見合

いという理解でよろしいんですね。 

だから、そういう面では、従来から相当、
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改革をされてきたと思います。以前はやっ

ぱり、年齢給、勤続給、何年来てても、同

じように右肩上がりで上がってきておっ

た分が、今回は査定によって、やっぱり競

争意識、競争原理を行っていくという評価

制度に変わっていくと。 

ただ、そこに生まれてくるのは、一旦評

価をして、この職員はだめだと言われた方

は、将来だめ見られがちなんで、その部分

は苦情処理委員会とか人事戦略として、そ

ういったことを、適材適所の職場に配置転

換をやるとか、能力給の中でも、切り捨て

ではなしに、やっぱり底上げを十分にして

いただけるよう、要望しておきたいと思い

ます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問はござい

ませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で、質問を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午前１１時２８分 休憩） 

（午前１１時２９分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第７２号の審査を行います。 

補足説明を求めます。 

山本市長公室長。 

○山本市長公室長 それでは、議案第７２

号、摂津市青少年保護育成条例を廃止する

条例制定の件につきまして、提案理由の説

明をさせていただきます。 

本条例は、昭和４５年施行で、青少年の

健全育成のためにこれを阻害するおそれ

のある環境から保護するために必要な措

置を定めているものでございます。 

この措置の内容といたしましては、大き

く分けまして３つございます。 

一つは、第４条として、飲酒、喫煙、睡眠

作用を有する医薬品等の使用を防ぐ観点

から、有害行為のための場所の提供等の禁

止。 

次に、第６条と第７条にあります、睡眠

薬、アルコール類等の睡眠、酩酊、興奮、

幻覚等の作用を有するものが青少年の手

に渡らないようにする観点からの薬物類

の指定と指定をいたしました薬物の販売

制限、そして、第８条といたしまして、性

的感情の刺激、粗暴性や残虐性が助長され

るような図書等が青少年の手に渡らない

ようにするという観点からの、有害図書等

の販売等の制限というような大きく分け

まして３つございます。 

これらの措置につきましては、いずれも

本会議でご説明をいたしました、大阪府の

青少年健全育成条例と大阪府薬物の乱用

の防止に関する条例におきまして、網羅を

されているところでございます。 

この２つの大阪府条例につきましては、

市条例において措置ができていない、例え

ば、有害な玩具、刃物等の指定や販売等の

禁止でありましたり、インターネットの利

用環境の整備等、また、薬物類の広範囲に

わたる定義として、さらには、本市よりも

厳しい罰則規定など、青少年の健全育成の

阻害の観点にとどまらず、公の秩序、善良

の風俗の維持、健康、安心等の観点から、

さまざまな措置等が定められているとこ

ろでございます。 

したがいまして、措置内容等の網羅性、

罰則規定等の整合性、そして、薬物に関す

る大阪府条例におきましては、年齢等を限

定していない点、さらには、府条例は、市

等と連絡調整や連携、協力規定などを掲げ

ております。 

現実に、青少年指導員との連携による各
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施策の推進等がありますことから、このよ

うなことを配慮いたしまして、本条例は廃

止ということが適当であるというふうに

結論が至ったものでございます。 

以上、摂津市青少年保護育成条例を廃止

する条例制定の件の補足説明とさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

質問はございますか。 

三好委員。 

○三好義治委員 条文に対しては、少しも

問題ないんですが、この中に、青少年保護

育成審議会委員が今までおられたんです

けど、この廃止条例で、審議会委員もいな

くなりますけど、どういった方々が審議会

委員になられて、そういった方々にはどん

な説明をされてきたのか、その経緯も含め

て、教えていただけますか。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 私のほうから、答弁

を申し上げたいと思います。 

まず、審議会のメンバーなんですけれど

も、市議会議員の皆様、そして、保健所の

長、それと、学校長、それから大阪薫英女

子短期大学の教授であったり、青少年指導

員であったり、市に関係する団体の役員と

いうことになっております。 

この審議会というものは、そもそも薬物

の指定を審議していただく審議会なんで

すけれども、これは、平成２７年だったと

思いますけれども、休眠状態であるという

答弁もさせていただいていたと思います。 

実際に正直申し上げまして、過去にこの

審議会が開かれて、薬物を指定した経緯が

あるのかどうかというのは、正直、指定し

た薬物の記録がございませんので、それは

はっきり申し上げて、わかりません。 

今、申し上げたようなメンバーで、この

審議会が、実際に、この薬物指定というの

は、商品名を指定するわけではございませ

んので、成分といいますか、物質というも

のを指定することになりますので、恐らく

審議会だけでそれができるかというと、恐

らく難しいと思います。 

そうすると、外部の専門機関にお願い、

委託をするなりをして指定をしないと、な

かなか難しい問題がございますので、実際

のところ、この条例は、昭和４５年制定で

すけれども、当初どういう意図を持って、

この審議会でどこまでのことをしようと

していたのかというのは、正直、もう今と

なってはわからない部分があります。 

ですから、これは休眠状態ということで

申し上げた過去の経過も踏まえて、今現在、

もう委嘱は全然しておりませんし、もう過

去十何年しておりませんので、廃止するに

当たって、現在、委嘱しておられる委員も

おられませんので、委員への説明というの

は、正直、ないということになってまいり

ます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございません

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で、質疑を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午前１１時３６分 休憩） 

（午前１１時３７分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

議案第７１号の審査を行います。 

本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

質疑はありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 



- 25 - 

 

○渡辺慎吾委員長 質疑なしと認め、質疑

を終わります。 

暫時休憩いたします。 

（午前１１時３７分 休憩） 

（午前１１時３８分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 討論なしと認め、採決

します。 

議案第５９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 賛成多数。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第６３号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 賛成多数。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第６４号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第６６号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 賛成多数。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第６９号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第７１号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

議案第７２号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。 

よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

○渡辺慎吾委員長 これで、本委員会を閉

会いたします。 

（午前１１時４３分 閉会） 
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